長建協発第２１２号
平成１９年８月１７日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
下請契約における代金支払の適正化について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　標記について、資金需要の増大が予想される夏期を迎え、経営基盤の脆弱な中小企業が多数を占める下請業者に対する適正な代金支払い等の確保について、特段の配慮が必要とされるため、下請代金支払状況等実態調査の結果等に基づき、見積りや契約の方法、前払金の取り扱い等、元請下請関係の適正化の推進を図り、また、元請下請関係において、どのような行為が建設業法違反となるのかを具体的に示した「建設業法遵守ガイドライン－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」を平成１９年６月に策定したことを踏まえ、下記項目について十分留意するよう別添１のとおり全建を通じ国土交通省大臣官房建設流通政策審議官より通知がまいっておりますので、貴支部会員へ関係法令や指針及びガイドライン等を遵守していただきますとともに元請下請取引の一層の適正化を推進されますようご周知・徹底方よろしくお願い申し上げます。
　また、公共工事設計労務単価を見積り等の参考資料として取り扱う際の留意事項について（別添２を参照願います。）もご周知いただきますよう併せてお願い申し上げます。

1． 見積り及び契約について

2． 前払金について

3． 検査及び引渡しについて

4． 支払期日について

5． 支払方法について

6． 手形期間について

7． 下請業者への配慮等について

8． 適正な施工体制の確保について

9． 関係者への配慮について
